平成27年度山口県健康福祉部連絡協議会議事録
開催日時：平成27年8月7日（金）15：00 ～ 16：00
開催場所：山口県総合保健会館　第2研修室（山口市）
山口県健康福祉部　　　　　　　　

医療対策課　　　　主幹　　　　渡邊　昭博
健康増進課　　　　主幹　　　　小野　みさ江　　　　　　　
健康増進課　　　　主査　　　　河杉　剛　　　　　　

医療対策課　　　　主査　　　　古川　悟郎　
出席者数：19名
出席者（理事）：山内秀一　伊藤　弘　　小田真一郎　大平知之　
新町浩太郎　堀　健司　楢崎亜希子　茨　久典　丹羽英彰　
渡邊征二　池田隆志　　山野井　健　齋藤茂治　松永千晶　
平嶋　修　内山茂信　　齋藤康博　
（監事）: 高山裕健　
(オブザーバー)：川村慎二
欠席者氏名：三輪光良　河村裕介　齊藤右司
　山内秀一の司会進行で、各理事の自己紹介から始まり、続いて山口県健康福祉部の方の自己紹介が行われた。
議案１． 山口県の放射線治療精度の均てん化事業について
山内秀一：2007年に策定された がん対策推進基本計画で、がん医療における均てん化が全国的に進められている所だが、その中で放射線治療精度の向上とビームの均てん化が放射線治療をする上で重要な要素として挙げられている。そのような中、山口大学医学部附属病院の川村慎二さんから山口県内で第三者評価システムを導入し、放射線治療における技術向上と均てん化を地域的に進めたいとの相談をうけたので、本日、川村慎二さんにも協議会に出席頂き概略を説明していただく。
川村慎二：山口県内放射線治療施設の放射線治療線量を第三者的に評価する試みとして、山口県内放射線治療の技術均てん化を目指す事業を山口県放射線治療研究会と山口県診療放射線技師会の共催、および、国の計量法校正事業者登録制度(JCSS)を取得している医用原子力研究振興財団（以下 財団）の技術支援を受けて実施していきたいと思っている。全国的に見てもこのような取り組みを実施できている都道府県はない。しかし、今後、放射線治療における第三者評価の要望が増加するものと考えている。第一回目の出力第三者評価の試みを、財団から3名の先生に参加していただき7月18日、19日に徳山中央病院で実施した。できれば、この取り組み（事業）を県の医療行政組織（部署）にもご理解いただき、山口県内の事業として認めて頂きたいと思っている。
「その後、川村慎二さんからPCプロジェクターを使用した概略説明有り」
山内秀一：今のプレゼンテーションで行政の方にも理解をお願いし、山口県より証明書の発行をお願いしたい。山口県も高齢化が進んでおり放射線治療も外科治療に匹敵する精度になっているが、日本では未だ外科治療が優先している現状がある。高齢者の方にはQOLを保った形で治療ができる事から、今後、放射線治療によるがん治療が進んでくると思われる。そこで、その治療精度を担保すると同時に、県内での均てん化を進めるために放射線治療における第三者評価を山口県で実施し、その証明書の発行を県にお願いしたいという事であったと思う。
渡邊昭博：今の話だとがん拠点病院の指針等第3者評価を得ることが背景になっていると思うが、がん拠点病院だけでなく通常の診療をおこなっている病院も対象になるという事だと理解した。このことは、平成27年の拠点病院の指針の中に明記されていなかっただけで、当然のことを活字にして明確になった部分であると私個人は理解した。今回の第3者評価の取り組みは大変すばらしいことだと思っている。しかし、放射線治療は、かなりの精度が必要である事から適正なルールで行う必要がある。山口県より証明書的なものが出せないかという事であるが、専門的分野でもあり山口県が証明書をだすベースとして、その判断能力がある人が山口県にいないため、なかなか難しいと思う。たとえ山口県が証明書をだしても、認知されないと何の意味もないと思うし、証明書をだしたとしても説得力がない事になる。結局、形的な部分になってしまう可能性がある。医用原子力研究振興財団のチェックのほうが、適正性があり適切と思われる。
山内秀一：第三者評価を行うにあたり、行政に加わって頂く事で、認知度が格段に向上すると思う。
川村慎二：これまでに、山口県放射線治療研究会では財団の意見を取り入れて統一手順書（チェックシート）や測定記録表を作成した。県内各施設（13施設）統一した測定記録が実施できるようにしている。各施設の測定評価が終了した結果を財団に送付して、チェックを行ってもらう。財団の方に確認をとっていただくことで事業自体の公正性等を示すことが可能となると考える。
今回、事業は研究会独自の事業ではなく、財団から出力の整合を確認されている。山口県が第三者評価として認めて頂けると施設側にとってもメリットがあると考えられる。そのなかで山口県との連携を取りながら、最終的にはこの事業自体を財団の方できちんとした証明書が出せるようになると良いと思う。できればこの取り組みを認めていただきたい。
渡邊昭博：山口県として取り組み自体を認める話なのか、結果として線量が適正になっているかまでを含めるのかでは、次元が違うと思う。山内会長の話は結果を含めた県からの証明書の話で、川村慎二さんの話しだと取り組み自体という印象をうけた。
川村慎二：現時点では、本事業によって得られた測定評価結果について、財団による出力証明書を発行していただくことはできない。しかし、財団からは山口県における、このような地域連携の基に実施する第三者評価については高い関心を持っていただいており、測定データのチェックも引き受けていただけることとなった。今回の山口県診療放射線技師会と山口県放射線治療研究会の取り組みを山口県が事業として認めていただければ、財団と地区との連携による新しい放射線治療装置の出力第三者評価として、財団から出力証明書を発行していただける可能性もあると考える。

渡邊昭博：財団がどこまでするのか、山口県がどこまでかかわるかはわからないが、中々難しい。取り組みは素晴らしことだと思う。しかし、山口県がどういう形で事業として認めるかは、線量の数値の部分が入ってくると難しい。

川村慎二：線量の整合など技術的な評価は財団でないと実施できない。数値評価は財団でおこない、それを山口県が認めて証明書を発行する形式をとって頂きたい。
渡邊昭博：今の話だと財団が承認したものを、証明する能力ない山口県が、右から左に流すことになる。それは、証明書をだすことに適正さがないと思う。
　　　　山口県も適正さの判断をする必要があるが、財団が適正と判断したものを山口県から証明書をだす必要がないと思う。
山内秀一：全国的にこの形で広がってきたら、山口県内の治療精度の均てん化が進むと同時に、全国的にも普及する可能性がある。何とか山口県として協力頂く事は難しいのか。
渡邊昭博：国のがん拠点病院の指針から考えると、国が第三者による評価は何をどのようにするのか指針を出さないと該当には当たらない可能性がある。がんは国家取組になる為に、厚生労働省が正式な指針を出さないと本来の形にはならないと思う。
山内秀一：結論は出ないと思うので、協力して頂けるところがあれば相談に乗っていただくことでお願いしたい。
結論が出ない結果となり、今後放射線治療の均てん化について山口県の方にも相談に乗って頂く事とする。
議案２．マンモグラフィ講習会の開催について
山内秀一：昨年の協議会での懸案事項である。昨年もお話したように、山口県内ではマンモグラフィ講習会の受講者が減少している事から、開催する事が難しい状況となっています。従って今後のマンモグラフィ講習会の開催を中止する事にしたい。
楢崎亜希子：今年度の受講者は何とか50名に達した。山口県内の受講者は20数名で、合格者は全体の2割程度である。認定を持たれた方が数多くおられるので一時中断してもいいと思う。
山内秀一：国と山口県に協力を頂き県内で8回のマンモグラフィ講習会を開催し、各施設の有認定者数も充足した状態となった事から、県内で開催する精度管理中央機構と共催したマンモグラフィ講習会開催の役割は十分役目を果たせたと思う。従って来年以降の山口県診療放射線技師会と精度管理中央機構と共催した講習会は中止としたい。
渡邊昭博：受講者は県外が6割程度であり、県内の合格率がよくない事は実績報告からうかがえた。新規と更新とでは、山口県内は半数ですか。
山内秀一；更新対象受講者12名は、全て県内の方である。
渡邊昭博：更新の方の人数を増やすことは可能なのか。更新の方は5年ごとの更新になるが、更新者をメインにしておこなうと継続は可能か。
山内秀一：各県で精度管理中央機構と共催して開催するマンモグラフィ講習会では、更新対象の受講者数が12名以内と決められている事から、現状では無理である。また隔年の更新をたくさん入れてもその年に更新者がたくさんいるかどうかはわからない。
渡邊昭博：4年に1回とか開催期間を延ばす等は考えられるのか
山内秀一：次の検討課題になろうと思う。
渡邊昭博：マンモグラフィ検診は、受診率が非常に低いのはご案内の通りで、山口県としても医療従事者の確保等を考えている。受講者がいないという事、又国の補助事業ということもあり、更新の割合を多くできないかを精度中央管理委員会に確認したい。山口県の受講者が県外で受講する形はなくしたい。来年度はできないと考えていいのか。
山内秀一：来年の開催実施は難しいと思われる。
渡邊昭博：少なくとも平成28年度の事業は受託事業としては難しいということか。

山内秀一：そういう事である。
渡邊昭博：平成30年はどうするのか連絡協議会の中で検討することにしてはどうか。
楢崎亜希子：山口県のこの事業は県内の為の事業か県外の事業かわからない。
渡邊昭博：基本的には県内の人のための事業である。更新の方は、他県の受講者が多いのか
高山裕健：近隣（広島、北九州）で、精度管理中央機構が1日で完了する更新試験を実施してい
る事から、県内で2日間の講習を開催したときに、12名は確保できても50名を集め
る事は難しい。

渡邊昭博：更新についても、精度管理中央機構でおこなう講習会の方が1日で終わるので、受験しやすいという事か。山口県としては、国の補助事業は2日間なので1日にするのは難しい。山口県診療放射線技師会としては、山口県内のニーズはもう少ないという事か。
山内秀一：現状から、そのように判断している。
渡邊昭博：山口県へ持ち帰り検討することにする。来年度の予算は秋より予算化を検討する為にそれまでに情報交換をおこないたい。
山内秀一：来年は中止でお願いしたい。
渡邊昭博：今後検討し状況等を会長へ連絡する。

結果を持ち帰り検討し山内会長に連絡する事となった。
議案３．緊急被ばく医療マニュアルについて
山内秀一：緊急被ばくマニュアルより事前に各理事より意見を頂き、資料を作成しましたので、資料を基に進めさせて頂く。まずは前回の協議会での再検討項目より検討頂きたい。
（1） サーベイメーターに不足が見込まれる場合、山口大学教育学部等に協力を要請するとな　　　　
っているが、もう少し具体的に協力を要請する施設名（山口大学以外にも協力を要請す
る施設）と貸し出し可能な個数を明記した方がよいのではないか。
小野みさ江：山口県の医療被曝の状況が八島を対象にしており人数は50数名を考えている。
山口県にサーベイメーターが2台、今年度に1台購入予定がある。この人数であれば大丈夫と考えている。
（2） 緊急被ばく医療に従事するスタッフの身分保障や費用弁済、健康上の保障、教育・研修　　
の保障と制度化はどのようになるのでしょうか。
小野みさ江：制度化についてはまだ検討中である。教育、研修の保障については、原子力安全研究会が、地域で原子力に関する講師を要請する研修を行っている。これについて山口県診療放射線技師会にご協力を頂きたいと思っている。昨年この研修に参加して頂きたかったが、開催の1か月前でないと日程が決まらない。放射線の測定実習・経路等かなり充実した研修なので今年もあれば案内したい。
山内秀一：1か月前で参加可能かどうかがわからないが、案内はお願いしたい。
山内秀一：続きまして今年度、配布されました「山口県緊急被ばく医療マニュアル」について
資料に従い進めますので検討をお願いします。
（3） 被ばく医療器材の中にα線用小モニタ、α測定器と記述されていますが、実際に再処理施設近隣の医療施設に装備されているのでしょうか。P35
小野みさ江：再度確認をおこなう。
（4） 救護所における活動フローでスクリーニングレベル4000cpmに対しマニュアルP71スクリーニング測定記録票のスクリーニングレベル408Bq/cm2となっている。どちらかに決めておく方がいいのではないか。
小野みさ江：訂正をしたいと思う。
（5） 医療スタッフの講習をお願いしたい。
小野みさ江：今年度は、講習の予定は立てていないので今年度以降に行いたいと思う。
（6） 救護施設のレイアウトについて、１次スクリーニング後にすべきではないか。P44
小野みさ江：マニュアルを再確認する。
（7） スクリーニング測定記録票について、外部被ばく推定線量当量はどのようにおこなうのか。P77
小野みさ江：不要ではないかと思う。鼻腔は顔面の数値を記入する。
山内秀一：線量評価は技師が行うのか。実施するのであればどのようにするのか。

小野みさ江：検討する。

（8） 避難途中の怪我についてのフォローを作成した方がよいのではないか。通常の救急はどのようにするのか。除染が終わっている患者は通常医療になり一般病院への搬送になるとと思うが、近隣病院へ除染が終わっている患者ということがわかるシステムになっているのか。
小野みさ江：山口大学医学部附属病院以外の協力医療機関を国の方で検討している段階である。除染が終わっている患者の医療については今後検討をおこなう。
（9） 技師会から派遣する人員数を明記しておく必要はないでしょうか。
小野みさ江：技師会からは１名でお願いしたい。
（10） 誤字脱字の訂正
ｐ4　　県放射線技師会→山口県診療放射線技師会
ｐ16　　（一社）山口県放射線技師会→（一社）山口県診療放射線技師会
ｐ19　　汚染→汚染物質
ｐ31　　服用時機→服用時期
ｐ38　　または綿源→また線源

　　　　　
（一社）山口県診療放射線技師会　平成27年度連絡協議会
代表議事録作成人　　齋藤康博
代表議事録署名人　　山内秀一
代表議事録署名人　　伊藤　弘
